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モデル分析に基づく郵便区分輸送形態の最適化  
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乱 研究の背景と目的   
現在、郵便事業では事業経営効率化の且つとして、コ  

スト削減と送達速度の向上を目標としている。郵便物の  

区分作業において、現在は区分の完了時刻に基づく時間  

的制約から、概ね市町村単位で設置された一般局ごとに  

区分を行っている。しかし、機械化が進められるなか、  

機械の有効利用の観点からは、必ずしも引受通数が機  

械の処理能力に見合う畳に満たない一般局で分散して  
区分を行うより、一般局数局を鎖状につなく郵便線路単  

位、あるいはその郵便線路を何本か束ねる地域区分局  

で集中的に区分処理する方がより効率的と考えられる。  
その一方で、集中的な処理を行うと、郵便物の追加的な  
輸送や手間などが発生することになる。   

そこで、ある1地域区分局担当エリアを取り上げ、区  

分機の設備費と人件費、および輸送費の紀和を最小化す  

べき評価尺度とし、ある局の引受郵便物の区分を行う局  

や、各局の機械配備台数と人員数を意思決定要因とす  
るモデルを考える。モデル分析の結果得られる「最適」  

区分輸送形態を踏まえ、現状の区分輸送形態を検討する  
ことを本研究の目的とする。  

2 問題概要   
評価尺度のうち、輸送ラ劉ま追加的な郵便物輸送や手間  

に対してかかる費用とし、居間の距離と郵便通数の横を  

輸送費の代替尺度とする。区分完了時刻に基づく時間的  
制約については、区分機の稼働時間で表し、区分機の処  

理能力に影響する。   

なお、前提条件は以下の通りである。  

旦．区分機での処理が可能な郵便番号記載の通常定形  

郵便物を対象とする。  

2．郵便線路は既存のものを考える。一方、現状の機  
械台数については考慮しない。  

3．ある特定の皿日に引き受けられた郵便物の区分。配  

達について考える。  

4．引き受けた郵便物は、自局が区分局の場合は自局   

ですべて区分し、区分局でない場合は自局より上   

位、つまり地域区分局に近い且つの区分局（地域区   

分局を含む）で区分する。  

5．郵便物の送付先が他の地域区分局、他の郵便線路   
の場合は一旦地域区分局を通過し、他の地域区分   

局から引き受けた郵便物は地域区分局で区分され  

てから一般局に輸送される。  

臥区分機は大型、中型の2種類があり、それぞれの処   

理能力。占有面積は既知である。  
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7．人員の稔作業時間は20時間／日とする。  
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図皿．郵便ネットワークと前提条件  

ぎ定式化  
乱皿 記号と前提  

蛮塾   

m！名：局豆での区分機gの台数   

鞠：扁豆での人員数   

雷丘j：局査で引き受けた郵便物を局jで区分する  

場合皿、そうでない場合0  

定数   

嘲：区分機gの皿日孔台あたりの設備費   

β：人員且人あたりの人件費   

qゴ：局豆、局j間の距離   

晦：引受局豆から送付先ブへの郵便0丑）通数   

児：地域区分局での引受郵便通数   

鳴：区分機g皿台あたりの処理能力   

屈：人員皿人当たりの処理能力   

£！：区分機g皿台あたりの占有面積   

叫：局豆の作業面積   

以下に示す数理計画による定式化では、同一地域区  

分局担当エリアの他の郵便線路、および他の地域区分局  
への郵便の場合、地域区分局から送付先の局への輸送は  
区分形態の影響を受けないのでモデルから省く。これと  

関連して、他の郵便線路、および他の地域区分局への郵  
便通数は地域区分局への通数9ilに含めるものとする。  

また、局皿は地域区分局を指すものとする。   

乱2 評価尺度   
地域区分局、一般局の設備費と人件費、および輸送  

費の総和（最′川ヒすべき目的関数）とし、両者の関係を  
調べるため、輸送費を変更可能な様、係数ざを付けた。   
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表2．実験2の結果  

β  区分局数  大型  中型  人員  1／2  1  8  0  0  1  3  8  0  2  10・  12  8  4  4  50  14  9  5  4   

∑∑qm“＋∑∑伽  
if i I 

＋β∑（∑qj（∑偏）〇ij＋∑qた（∑瑚た）Xl）  
∫ i≠1  た  た   i≠1  

〟壷m  

表3．実験3の結果  
3．3 制約条件   

局iで引き受けた郵便物は1つの局jで区分される。  

∑  
句＝1 （2）  

jはiが属する線路上の自分より上位の局   

局iが自局の郵便物を区分しない場合は、他局jの  

区分をしてはならない。  

勺i－〇砧≦0 Ⅵ，j  （3）   

区分を行う一般局jにおいて、局i（自局を含む）か  

ら引き受けた郵便通数は処理能力の範囲内である。   

∑（∑触）〇専一∑4mり一助j≦O j≧2（4）   
i≠1 上  J   

地域区分局において、局i（自局を含む）から引き受  

けた郵便通数は処理能力の範囲内である。   

∑（∑髄）〇‘1＋月－∑4叫1一助1≦0（5）  
i≠1 た  I   

区分機の占有面積による設置台数の上限を考慮する。  

∑輌ゴーり≦0 Ⅵ   
I  

（6）  

句∈（0，1），0≦mり，れj∈月∀九，り （7）   

4 実験  
4．1 実験目的   

区分輸送形態を決定付ける最も大きな要因として、輸  
送費と区分完了時別に基づく時間的制約があげられる。  

つまり、輸送費の相対的な値（輸送単価）や区分機の稼  

働時間が変われば区分輸送形態も変化してくると考え  

られる。そこで本実験では、輸送単価と稼働時間を変動  

させることで、形態や区分機台数・人員数の変化の仕方  
を調べ、さらにその特徴を考察することを目的とする。  

4．2 実験方法   
まず、区分機の稼働時間に関しては20時間（実験1）、  

10時間（実験2）、5時間（実験3）の3通りを考える。さら  

に、それぞれの実験において、評価尺度の輸送単価の係  

数gを変動させて、解の変化の様子を見る。  

4．3 実験結果  
表1．実験1の結果  

ぶ  区分局数  大型  中型  人員   

1／2   6   13   1   20   

11   13   4   

10   12   14   5   8   

50   14   14   5   7  

実験3で人員が減少しているのは、地域区分局の区分  

機台数が制約の上限に達したうえ、区分機の稼働時間短  

縮に伴い人員の相対的使用価値が高くなったため、集中  

化の時にはできる限り地域区分局に人員を配備し、分散  

化するに従い一般局に区分機を配備するからである。   
さらに、実験2における区分形態を以下に示す。この  

地域区分局担当エリアには郵便線路が14本存在し、一  

般局を縦につなくと郵便線路に対応する。  

1  10  50  ∫  

書大 

型区分櫨拉正局  
中聖区分縫紋正局  
人員放置局  

図2．実験2における区分形態  

4．4 考察  

以上の結果を真夏舶こなる0  

稼働時間が短縮される程、一般局で分散して区分を行う  

傾向が強くなり、区分機の台数も増加していることが分  
かる。人員数に関しては、台数が制約の上限に達した場  

合や人員の相対的使用価値次第で変化する。   

本研究で提案したモデルによって、稼働時間や輸送単  

価をパラメトリックに変化させた時に最適区分輸送形  

態がどのように変化するかを見ることができた。また、  

台数制限などの条件による影響も見ることができた。今  

後の課題として、引受量が時刻ごとに異なるといった現  

実の条件をさらに加えることで、最適区分輸送形態を決  
定するモデルの作成について考える必要がある。  

参考文献  
【1】郵政省郵務局、「郵便事業概説」、pp2シ212、1994．  

β  区分局数  大型  中型  人員   

1／2   4 0   0   

1   4   0   0   

10   9   4   4   4   

50   14   6   6   4  
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